
加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 応急手当普及啓発事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防法、消防組織法

現 状 と 課 題

救命率向上のため、救急車の現場到着までの間に市民による応急手当の実施が
求められている。救命講習等の拡充を図り、広く市民に応急手当を普及啓発す
る必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防本部管内の市民（１５歳～６５歳）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

救命講習、応急手当普及員講習、一般講習等を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民による応急手当の実施率を上げる。

2,2853,294

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,294

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

バイスタンダーが、応急手当を適切に行うことで、大きな救命効果が期待でき
る。そのためにも、普通救命講習等の受講率を上げるため、積極的な広報活動
が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,294

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２５高度救急事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 応急手当普及啓発事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

加古川市消防本部管内
の市民（１５歳～６５
歳）

197,805

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年度から管内中学生を対象とした救命講習の受講を働きかけることにより、普通救
命講習修了者数の増加に繋げることができている。平成３０年度については、前年度の実施
率を下回ったものの、目標値を達成することができたため、引き続き受講者数の増加に努め
る。

普通救命講習修了者数 人 3,2162,870

活 動 指 標
分 析 結 果

救命講習等の受講修了者数は、講習会の定期開催により多少の増減
はあるものの一定の水準を維持していますが、今後は若年層への普
及啓発を実施し、修了者数の増加に取組む必要がある。また、必要
に応じて目標値の見直しを実施する。

普通救命講習実施率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

119106

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 火災救助事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、消防法

現 状 と 課 題

近年の火災及び災害は、都市化などにより複雑多様化、大規模化しており、こ
れに対し迅速的確な対応が求められている。最新の知識・技術を取得するとと
もに、大量退職期の世代交代による消防力の低下を防ぐため人材育成が必要で
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

火災、災害から保護を必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

火災調査に関するセミナー等の受講、消防訓練及び救助技術指導会への参加、
消防隊及び救助隊が保有する資機材の点検整備を計画に沿って実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

火災及び災害現場で迅速かつ確実な活動を展開するために、訓練、研修による
活動隊員の資質の向上、資機材の充実及び維持管理を図る。

36,14135,45137,406

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 37,406

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

都市化の進展とともに複雑多様化、大規模化する災害に対し、対応力強化のた
め知識・技術の向上に努めるとともに、資機材の整備及び維持を図っていると
ころである。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 37,406

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１５火災救助事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 火災救助事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

消防本部管内人口（１
市２町）

332,683331,018329,389

火災件数 件 9510592

救助件数 件 283282331

成 果 指 標
分 析 結 果

平成３０年中の延焼率は、１０．４％である。（参考値　平成２９年全国値２０．２％）※
平成３０年度より成果指標を延焼率に変更。

地水利調査実施回数 回 1,4211,5591,743

消防救助訓練実施回数 回 803725736

活 動 指 標
分 析 結 果

各種消防救助訓練、地水利調査、研修会等の実施により、災害対応
能力の向上につながっている。

延焼率

目 標 値目標年度

10.4

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高度救急事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防法、消防組織法、救急救命士法

現 状 と 課 題

全国的に高齢化が進み、病院前救護（プレホスピタルケア）の重要性が高まっ
ており、救急救命士の処置範囲も拡大されている。目標数まで救急救命士等を
養成するとともに、教育体制を充実させる必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高度救命処置が必要な傷病者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

養成計画に基づき計画的に救急救命士、気管挿管認定救命士、薬剤投与認定救
命士等を養成するとともに、教育体制の充実を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

心肺停止傷病者の１ヶ月後生存率の向上を図る。

16,13615,95119,003

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,921

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

救急業務は市民の生命に直接係わる分野であり、救急出動件数の増加が示すよ
うに、市民の消防救急に対する期待も高まり続けている。特に平成３年の救急
救命士法施行後、気管挿管、薬剤投与、心肺機能停止前の重度傷病者に対する
静脈路確保及び輸液、血糖測定並びにブドウ糖溶液の投与など、処置範囲の拡
大に伴い、より高度な救命処置が求められている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 19,003

そ の 他 特 財 82

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２５高度救急事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高度救急事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

％

対 象 指 標 名

高度救命処置が必要な
傷病者数

300300315

成 果 指 標
分 析 結 果

心肺停止傷病者の１ヶ月後生存率は、減少している。心肺停止傷病者数は、年間約３００人
であり、１ヶ月後生存者数の数値により大きく左右される。

救急救命士の総数 人 747474

気管挿管認定救命士の
総数

人 495154

薬剤投与認定救命士の
総数

人 515355

活 動 指 標
分 析 結 果

新規救急救命士及び認定救命士の育成等は、養成計画に沿って達成
できているものの、救急救命士の退職に伴う補充や救急需要の増大
等を鑑み、計画見直しの検討が必要である。

１ヶ月後生存者数

目 標 値目標年度

142521

１ヶ月後生存率 4.78.36.7

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-414-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 常備消防一般管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、労働安全衛生法、消防力の整備指針、道路交通法

現 状 と 課 題

平成３０年４月１日現在、職員数は３２３名と開署当初の２０倍となり、各種
災害も複雑化、高度化、専門化しており、活動に際し、知識・技術の習得が必
要となっている。また、車両等の機械器具についても高度化し、その使用に際
し様々な資格が必要となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消防職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消防大学校、消防学校等での専門的な教育の実施、各種資格を取得させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高度化、専門化する消防技術、知識を習得させるため、消防職員に対する教
育、人材育成等の事業を実施することで、各種消防関係機関との連携強化を図
り、質の高い市民サービスを提供する。

61,37560,76559,524

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 49,352

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

　質の高い市民サービスを提供するには、一定の消防学校入校者数・資格取得
者数を確保し、人材育成を図ることが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 59,524

そ の 他 特 財 10,172

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５常備消防一般管理事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 常備消防一般管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

人

対 象 指 標 名

消防職員 316320323

成 果 指 標
分 析 結 果

消防学校入校者のうち初任教育については、入校者数と退職者数が同数ではない。退職者数
の増減に左右されることなく、計画的に職員を採用し、消防学校や各種教育機関へ入校させ
ることで、消防力及び職員力の維持向上を図る必要がある。

消防学校・消防大学校
入校者数

人 434345

活 動 指 標
分 析 結 果

大量退職の中、高度化、専門化する消防の技術・知識を継承し、現
場活動の質の低下を防ぐため、各種教育機関への入校、資格を取得
させているが、様々な要因から入校者数に制限がある中でも人員の
やり繰りをし、最大数入校させている。

消防学校・消防大学校
卒業者数

目 標 値目標年度

434345

資格技能取得人数 192123

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防庁舎等維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現在、２署８分署とその署所数も１０倍に増加した。しかしながら、その署所
の耐用年数に残り数年で達しようとする署所が３箇所あり、防災拠点としての
機能維持が難しくなってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

各種災害発生時における被災者及び市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

常備消防庁舎（本部、防災センターを除く）、付帯設備等の維持管理及び補修
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

消防防災活動拠点としての維持管理、職場環境の保全

34,94836,05937,310

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 36,817

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

各消防署所、付帯設備等の維持管理及び補修については、消防防災活動拠点と
して必要最低限の機能を維持し、職場環境の保全が概ねできていると思われ
る。今後は、施設の老朽化により、機能維持に必要な経費の増加が懸念され
る。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 37,310

そ の 他 特 財 493

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２０常備消防維持補修事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防庁舎等維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

消防署所数 101010

成 果 指 標
分 析 結 果

各消防署所、付帯設備等の維持管理及び補修については、２４時間３６５日必要最低限の機
能が維持されている。

常備消防各庁舎維持補
修数

箇所 101010

活 動 指 標
分 析 結 果

各消防署所（２署８分署）、付帯設備等の維持管理及び補修につい
ては、緊急時の消防防災活動拠点、地域防災拠点として必要最低限
の機能を維持し、職場環境の保全が概ねできている。

常備消防各庁舎維持補
修達成率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

100100100

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

署

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 非常備消防車両等維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、加古川市消防団条例

現 状 と 課 題

老朽化により修繕を必要とする施設が、増加傾向にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

各種災害発生時における被災者及び市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消防団施設の維持補修及び消防団車両の車検整備、故障修理を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

災害時における防災拠点施設及び消防車両等資機材を確保する。

3,1373,0382,498

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,498

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

防災力の確保のため、消防団施設及び車両等の維持補修は必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,498

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１５非常備消防維持補修事業

目 ０２非常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計

-419-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 非常備消防車両等維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

件

件

対 象 指 標 名

消防団施設 343434

消防団車両 台 373737

成 果 指 標
分 析 結 果

各施設・車両ともに経年劣化等による不具合・故障等にも対応出来ている。引き続き修繕件
数が増えないよう、適切な維持管理を図る必要がある。

消防団施設 施設 343434

消防団車両 台 373737

活 動 指 標
分 析 結 果

各施設・車両ともに経年劣化が認められることから、計画的な修繕
が必要である。

消防団施設修繕件数

目 標 値目標年度

334

消防団車両修繕件数 443

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 火災予防事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防法、加古川市火災予防条例、石油コンビナート等災害防止法、建築基準法

現 状 と 課 題

近年は、火災被害の中心が、デパートやホテル等の大規模事業所から、雑居ビ
ル等の小規模事業所や社会福祉施設、一般住宅に移っている。管内において
も、防火対象物の用途及び利用形態等の複雑多様化が進展している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防本部管内全ての住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

防火対象物及び危険物製造所等からの申請書等を審査して検査及び査察を行
い、違反処理を実施する。防火管理講習会等の各種講習会を開催する。火災予
防運動等の啓発事業を行い、火災予防広報を実施する。婦人防火クラブ、少
年・幼年消防クラブ事業を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

防火対象物、危険物製造所及び一般住宅等からの火災による被害の軽減を図
る。

3,2113,8992,934

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,934

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

火災による被害を最小限にとどめるためには、防火対象物及び危険物施設に対
する防火指導を充実させることにより、火災予防意識の高揚を図る必要があ
る。市民に対しては、放火火災の防止対策や、住宅用火災警報器の設置促進な
ど、広報活動を継続して実施しなければいけない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,934

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０火災予防事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 火災予防事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

件

件

％

対 象 指 標 名

消防本部管内人口（１
市２町）

332,683331,018329,389

防火対象物数 棟 12,95013,06712,833

防火クラブ員数 人 1,7271,5221,285

成 果 指 標
分 析 結 果

火災件数は前年比１３件減少し、放火火災についても１３件減少した。住宅における火災予
防にあっては住宅用火災警報器の設置率が、前年比０．１％上昇した。

建築処理件数 件 438390408

査察実施数 件 2,4232,1622,055

防火クラブ事業参加数 人 2,1851,9211,896

活 動 指 標
分 析 結 果

査察件数が減少しているが、平成３０年度から査察体制を変更し、
人的被害が発生する可能性の高い事業所を重点的に査察する計画を
年度当初に策定し、計画的に査察を実施している。防火クラブ事業
参加者は、年度によって多少の増減があるものの、一定の水準を維
持している。

火災件数

目 標 値

0

目標年度

平成32
年度

9510592

放火・放火の疑い発生
件数

0平成32
年度

323320

住宅用火災警報器設置
率

100平成32
年度

81.180.580.6

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 指令システム管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 平成11年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法

現 状 と 課 題

高齢化の進展に伴う救急需要の増大など１１９番等受信件数が増加している。
また、携帯電話からの通報割合が増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防本部管内全ての住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高機能消防指令センターの機能が２４時間３６５日常に正常に作動するよう点
検するとともに、適正に維持管理する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民の生命、身体及び財産を火災等の災害から保護し、被害の軽減を図ること
ができる。

78,96781,59182,007

国 庫 支 出 金 1,321

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 80,686

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高機能消防指令センターに年間３万件を超える１１９番等受信があり、緊急性
を伴う内容であるため、その中枢を司る高機能消防指令センターの機能を維持
していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 82,007

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３０指令システム管理事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 指令システム管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

件

対 象 指 標 名

加古川市消防本部管内
全ての住民

332,683331,018328,394

成 果 指 標
分 析 結 果

平成３０年度は高機能消防指令センターに重大な障害は発生していない。安定稼働している
状況であるが、現状を維持するためにも、引き続き保守管理を徹底する必要がある。

災害出動等要請件数 件 30,29330,90829,962

活 動 指 標
分 析 結 果

災害出動要請などの受信件数については、年間約３万件あり、現シ
ステムにおいて、特に大きな問題はなく、全件処理できている。

高機能消防指令セン
ター障害件数

目 標 値

0

目標年度

平成32
年度

1320

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防団運営管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、加古川市消防団条例

現 状 と 課 題

複雑多様化する災害に対応するため、高度な知識・技術が要求されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防団及びその団員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消防団本部及び各分団に対する消防団事務委託料及び消防団員報酬の支給をは
じめ、消防団員の処遇面の充実を目的とする退職報奨金、公務災害補償費を給
付する。また消防学校入校による団員の資質向上及び被服等装備品の整備を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

消防団活動に係る環境を整備する。

91,94697,43289,060

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 68,257

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

災害による被害の軽減を図るため、消防団の設置は必要不可欠である。その消
防団員に係る処遇面の充実は、今後も維持していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 89,060

そ の 他 特 財 20,803

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５消防団運営管理事業

目 ０２非常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防団運営管理事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

消防団員数 1,1811,1811,147

成 果 指 標
分 析 結 果

全国的には減少傾向ではあるが、本市では条例定数の９５％以上を維持することができてい
る。今後も引き続き消防団員数の確保に向けた取組を推進する。

消防団員数 人 1,1811,1811,147

活 動 指 標
分 析 結 果

私事都合による退団があり、多少の減少が見受けられる。

消防団員条例定数充足
率

目 標 値

100

目標年度

平成年
度

98.498.495.6

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防団活動事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、加古川市消防団条例

現 状 と 課 題

高度化が進む常備消防との連携を図るため、さらなる技術向上が必要とされ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防団及びその団員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消防団活動に係る費用弁償（出動手当）の支給及び出初め式をはじめとする各
種行事・訓練の計画

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

火災及び災害等の発生時に、消防署と連携して市民の生命・財産を守る。

30,04626,55415,086

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15,086

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

大規模災害発生時における被害軽減には消防団員の動員力、活動力は必要不可
欠であり、事業維持が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15,086

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防団活動事業

目 ０２非常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防団活動事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

件

対 象 指 標 名

火災件数（加古川市
内）

677271

成 果 指 標
分 析 結 果

火災種別や火災規模など、出動状況に変動はあるが、消防団員のサラリーマン化が進む中、
出動要請件数に対し、全ての災害に出動できており、引き続き現体制の確保に努める必要が
ある。

出動要請件数（消防
団）

件 2646

活 動 指 標
分 析 結 果

市内の火災件数のうち、消防団に出動要請した件数（建物火災や林
野火災等）としており、例年２５件から３０件程度の推移である。
なお、平成２９年度より活動指標を火災件数から出動要請件数（消
防団）に変更している。

火災出動件数（消防
団）

目 標 値目標年度

282546

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 救急車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防法、救急救命士法

現 状 と 課 題

全国的に高齢化が進み、病院前救護（プレホスピタルケア）の重要性が高まっ
ており、救急救命士の処置範囲も拡大されている。これに伴い、救急自動車、
高度救命処置用資器材等の高度化が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

災害による事故等又はこれに準ずる事故その他の事由による傷病者で、医療機
関等へ緊急に搬送する必要がある人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

更新計画に基づき耐用年数を経過した救急自動車、高度救命処置用資器材等を
更新、高度化する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した救急自動車、高度救命処置用資器材等を更新、高度化する。

34,87264,66832,366

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 30,100

一 般 財 源 2,266

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

耐用年数を経過した車両及び高度救命処置用資器材等について、更新計画を作
成しこれに基づき更新することにより、救急業務の効率化と安全を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 32,366

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 救急車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

加古川市消防本部管内
の市民

332,683331,018329,389

成 果 指 標
分 析 結 果

更新計画に基づき更新できた。今後も更新計画に基づき更新しなければならない。また、救
急需要の増大に伴う救急車の整備・配置の検討も必要であると思料する。

救急車両整備数 台 121

活 動 指 標
分 析 結 果

更新計画に基づき更新する。

整備・更新率

目 標 値

100

目標年度

平成年
度

50100100

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急消防援助隊事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、緊急消防援助隊に関する政令

現 状 と 課 題

緊急消防援助隊６，６００隊の登録を目標に全国で対応力の強化を進めてい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

緊急消防援助隊としての活動

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

資機材等を整備し、緊急消防援助隊としての体制を整備する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全かつ迅速な消防・救急・救助活動を行う。

7712,206

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 2,200

一 般 財 源 6

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

複雑多様化、大規模化する災害に対し、対応力強化のため資機材の整備を行っ
た。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 2,206

そ の 他 特 財

平成30年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１５火災救助事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急消防援助隊事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

対 象 指 標 名

緊急消防援助隊資機材 11

成 果 指 標
分 析 結 果

他都市と連携した訓練も実施し、被災地における体制及び災害対応力の強化を図ることが出
来た。

緊急消防援助隊訓練回
数

回 22

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急消防援助隊派遣時を想定した各種訓練（出動体制及び資機材取
り扱い訓練等）を実施し、災害対応能力の向上につながっている。

緊急消防援助隊訓練参
加者数

目 標 値目標年度

711

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

式

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防施設維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防力の整備指針、水道法２４条、消防法２０条

現 状 と 課 題

経年により老朽化した消火栓を修繕する。防火水槽にあっても設置後経年によ
る漏水修理、安全管理のためのフェンス修理等を行う。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

火災からの保護を必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消火栓は、本体及び蓋の交換、本体嵩上げ、漏水の修理等を実施する。防火水
槽は、蓋、破損したフェンス等の交換、漏水の修理を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

消防活動障害を排除し、さらに市民の安全を確保する。

23,10762,80826,035

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 26,035

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

消防水利は消防力の三要素のひとつであり、維持補修については、消防活動能
力の維持に繋がり、消防力の低下は、市民生活の安全安心の確保に大きく影響
をあたえてしまう。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,035

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５消防施設維持補修事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防施設維持補修事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

％

対 象 指 標 名

公設消火栓個数 6,3446,3936,430

公設防火水槽個数 基 887895902

成 果 指 標
分 析 結 果

必要に応じて計画的に修繕することができた。

修繕消火栓数 栓 455836

修繕防火水槽数 基 566

活 動 指 標
分 析 結 果

経年劣化による消火栓及び防火水槽について、緊急性を考慮した中
で効率的な修繕ができた。

消火栓修繕完了率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

100100100

防火水槽修繕完了率 100平成32
年度

100100100

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

栓

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防庁舎整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

各種災害発生時における被災者及び市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

常備消防庁舎の整備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

消防防災活動拠点の整備

7,242

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 7,242

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

加古川市公共施設等総合管理計画を鑑み、適正に消防庁舎を整備、維持及び管
理しなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,242

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 消防庁舎整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

施設

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

消防署所に監視カメラ、赤外線センサー、インターホン及び駆け付け通報専用電話等を設置
し、適正な庁舎管理に努め、市民サービスの向上を図ることができたと思料する。

消防庁舎施設 施設 11

活 動 指 標
分 析 結 果

災害時の活動拠点となる消防庁舎施設の整備は、重要である。

整備施設数

目 標 値目標年度

11

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 常備消防車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防組織法、消防法

現 状 と 課 題

ここ数年火災件数は、減少しているが、災害の様態は複雑、大規模化を呈し、
また市民の災害発生時における消防への期待も大きくなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

火災又は地震等の災害から保護を必要とする人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

耐用年数が経過した車両について、更新計画を作成し、これに基づき老朽化し
た車両を更新する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した消防車両を更新し、消防活動の効率化と安全を図る。

67,68973,53966,759

国 庫 支 出 金 10,534

県 支 出 金

地 方 債 50,200

一 般 財 源 6,025

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

耐用年数を経過し老朽化した消防車両について、更新計画に基づき更新するこ
とにより、消防活動の迅速、効率化と安全確保を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 66,759

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 常備消防車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

消防本部管内人口（１
市２町）

332,683331,018329,389

成 果 指 標
分 析 結 果

更新計画に基づき更新できた。今後も消防力を維持するために、計画的な更新が必要であ
る。また、最新技術の車両装備等の動向を調査し、更新計画や車両装備の検討も必要である
と思料する。

常備消防車両整備数 台 122

活 動 指 標
分 析 結 果

更新計画に基づき更新する。

整備・更新率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

100100100

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新設消火栓整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防力の整備指針、消防法第２０条、水道法第２４条

現 状 と 課 題

水道管の新設工事及び布設替工事等により消火栓を設置し、消防水利の脆弱地
を減少させる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

火災からの保護を必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

上下水道事業管理者が実施する水道管の新設工事及び布設替工事並びに消防水
利整備計画等による単独設置工事により、消火栓の脆弱地等に設置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

消火栓を適切に配置することにより、有効な消防活動による被害の軽減を図
る。

29,80517,70119,079

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 19,000

一 般 財 源 79

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

火災発生時における、消火用水である水利の確保は絶対条件であり、市民の生
命、身体及び財産を火災から保護するためには、消火栓の拡充は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 19,079

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新設消火栓整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

区画

％

対 象 指 標 名

消火栓整備区画数 1,0361,0361,037

成 果 指 標
分 析 結 果

消火栓整備区画数は微増であったが、水道管の工事に併せて地域の実情を加味しながら消火
栓を設置し、消防水利の拡充に努めた。（平成３０年度より成果指標を消火栓整備計画数か
ら充足率に変更）

消火栓整備区画数 区画 1,0361,0361,037

活 動 指 標
分 析 結 果

上下水道事業管理者が実施する水道管の新設工事及び布設替工事並
びに消防水利整備計画等による単独設置工事により、消防水利の脆
弱地に消火栓を設置する。

消火栓整備区画数

目 標 値

1,148

目標年度

平成32
年度

00

消火栓充足率 100平成32
年度

90.290.290.3

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

区画

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 非常備消防車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成３０年４月１日現在、消防団１９分団、消防団員１，１５３人で、ポンプ
車１８台、積載車１８台及び指揮広報車１台の計３７台を配備している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市消防団及びその団員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

非常備消防車両の年次計画に基づき更新する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の生命、身体及び財産を火災等の災害から保護し、近年の複雑多様化する
災害に対応していくために非常備消防車両の計画的な更新を図る。

17,07932,21726,503

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 26,400

一 般 財 源 103

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

計画的な車両更新は地域防災の充実のため、必要不可欠である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,503

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 非常備消防車両整備事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

％

対 象 指 標 名

消防団員数 1,1811,1811,153

成 果 指 標
分 析 結 果

非常備消防車両はその機能を維持することが必要不可欠であり、１８年経過し、老朽化した
車両については、計画どおり更新することができた。

非常備消防車両整備数 台 332

活 動 指 標
分 析 結 果

非常備消防車両については、年次計画に基づき更新を行っている。

車両等の更新達成率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

100100100

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 防火水槽新設事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０２消防・救急体制を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
消防力の整備指針、消防法第２０条

現 状 と 課 題

設置場所、地元要望、均衡化等を考慮し、消防水利の脆弱地を減少させる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

火災からの保護を必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

消防水利脆弱地域に防火水槽を設置する。主に公園用地等に設置し整備を進め
ている。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

防火水槽を適切に配置することにより、有効な消防活動による被害の軽減を図
る。

4,7005,9061,190

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,190

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

火災発生時における、消火用水である水利の確保は絶対条件であり、市民の生
命及び財産を火災から保護するためには、防火水槽の拡充は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,190

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０消防施設整備事業

目 ０３消防施設費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 防火水槽新設事業
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

区画

対 象 指 標 名

防火水槽整備区画数 552556559

公設防火水槽個数 基 110

成 果 指 標
分 析 結 果

次年度以降も整備のための土質調査を行うとともに、併行して設置工事を進め、引き続き消
防水利の脆弱地の減少に努める。

防火水槽整備区画数 区画 552556559

活 動 指 標
分 析 結 果

平成３０年度は、土質調査を行い、工事のための事前準備を行っ
た。

防火水槽整備区画数

目 標 値

1,148

目標年度

平成32
年度

10

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

区画

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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